第3章　諸手当関係（特地勤務手当）

第3章　諸手当関係（特地勤務手当）


○通知

○特地勤務手当に準ずる手当の支給に関する運用基準について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成5年10月19日　5教総第543号　教育長）

　このことについては、先に通知してある「特地勤務手当に準ずる手当の支給に関する運用基準について」（昭和46年３月20日付け46教総号外教育長通知）（以下「昭和46年運用基準」という。）により取扱いを行っているところでありますが、新たに別記「運用基準」を定め、平成５年11月１日より施行することとしました。

　ついては、より一層適正な事務手続きを行われるようお知らせします。

　また、先に通知した「昭和46年運用基準」は、平成５年10月31日をもって廃止することとしたので併せてお知らせします。

別記

特地勤務手当に準ずる手当の支給に関する運用基準

　特地勤務手当に準ずる手当の支給手続きに関しては、「職員の給与に関する条例」（昭和26年福島県条例第９号）及び「職員の給与の支給に関する規則」（昭和35年福島県人事委員会規則第７号）に定めるもののほか、この運用基準の定めるところによる。

第１　支給適用職員

　　　特地勤務手当に準ずる手当（以下「準特地手当」という。）の支給適用職員は、次に掲げる職員とする。

　１　特地公署又は準特地公署（以下「特地公署等」という。）に異動（採用を含む。）し、当該異動に伴い住居を移転した職員

  ２　職員の勤務する公署が移転したことにより特地公署等に該当することとなった場合（引き続き特地公署等に該当することとなった場合を含む。）で、当該公署の移転に伴い住居を移転した職員

　３　新たに特地公署等に指定された公署に勤務する職員のうち、当該指定の日（以下「指定日」という。）前に当該公署に異動し、当該異動に伴い住居を移転した職員で、当該指定日において、当該異動の日から３年を経過していないもの

　　（注）　「住居を移転した」とは、異動後の特地公署等に勤務するため住居を移転した場合をいい、移転前の住居から当該特地公署等に勤務することが容易であるにもかかわらず便宜上住居を移転した場合等は、これに該当しないこととなることに留意すること。

　４　準特地手当を受けていた職員が他の特地公署等に異動又は職員の勤務する公署が移転し移転後において引き続き特地公署等に該当することとなった場合で、当該異動又は公署の移転に伴い職員が住居を移転しないまま引き続き当該異動又は公署の移転前の居住地から通勤することとなる職員

第２　支給の始期
　１　第１の１及び２に該当する職員

(1) 異動又は公署の移転（以下「異動等」という。）に伴い住居を移転し、その住居を移転の日が赴任期間内（７日以内）である場合は、その異動等の日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から支給する。

(2) 異動等に伴い住居を移転し、その住居の移転の日が赴任期間後である場合は、住居を移転した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から支給する。

　２　第１の３に該当する職員

　　(1)　指定日又は指定日前において、異動等に伴い既に住居を移転している場合は、指定日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から支給する。

　　(2)　指定日前における異動等に伴い住居を移転した場合で、その住居の移転の日が指定日後である場合は、次に掲げる月から支給する。

　　　ア　その住居の移転の日が赴任期間内である場合は、指定日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から支給する。
　　　イ　住居の移転の日が赴任期間後である場合は、住居を移転した日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から支給する。

　３　第１の４に該当する職員

　　　異動等の日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から支給する。

第３　支給の終期

　１　第１の１、２及び３に該当する職員

　　　異動等の日から起算して３年（異動等の日から起算して３年を経過する際、引き続き特地公署等に勤務することが必要であると県教育委員会が認めた職員にあっては、６年）に達する日の属する月をもって終わる。（その達する日前において、３、４及び　５に該当することとなった場合を除く。）

　　　よって、第１の３に該当して準特地手当が支給される職員は、当該異動等の日から指定日までの期間については、準特地手当が支給されていたものとみなして支給の終期を決定することとなるので留意すること。

　２　第１の４に該当する職員

　　　当該異動の日又は公署の移転の日の前日まで職員が受けていた準特地手当について、前項の規定を適用して定められている日の属する月をもって終わる。（その達する日前において、３、４及び５に該当することとなった場合を除く。）

　３　準特地手当を受けていた職員が特地公署等以外の公署に異動した場合又は職員の勤務する公署の移転等のため特地公署等に該当しないこととなった場合は、当該異動又は公署の移転等の日の前日の属する月をもって終わる。
　４　準特地手当を受けていた職員が他の特地公署等に異動し、当該異動に伴い住居を移転した場合又は職員の勤務する公署が移転し移転後において引き続き特地公署等に該当することとなった場合で、当該異動又は公署の移転に伴い職員が住居を移転した場合は、当該異動の日又は公署の移転の日の前日の属する月をもって終わる。

　（注） この場合は、第１の１又は２に該当して新たに準特地手当の支給適用職員となることに留意すること。
　５　引き続き特地公署等に勤務する職員が、更に住居を移転した場合において、第１に規定する「異動等に伴う住居の移転」の支給要件を欠くこととなる場合は、当該住居の移転の日の前日の属する月をもって終わる。

　（注） 「異動等に伴う住居の移転」の支給要件を欠く場合とは、次に掲げる事由等による場合をいう。

　　　(1)　異動等の際、「異動等に伴う住居の移転」を行い、その後異動等前の居住地に転居し、その居住地から通勤することとなる場合（季節的な事情による場合を含む。次号について同じ）

　　　(2)　異動等の際、「異動等に伴う住居の移転」を行い、その後更に住居を移転し、異動等前の居住地と比較してより遠方となるその住居移転後の居住地から通勤することとなる場合

第４　支給額

　　　準特地手当の月額は、異動等の日に受けていた給料、教職調整額及び扶養手当の月額の合計額に、異動等の日からの期間等の区分に応じた支給割合を乗じて得た額とする。

	期間等の区分
	支給割合

	異動等の日から起算して４年に達するまでの間
	特地公署
	６級地から３級地まで
	100分の６

	
	
	２級地又は１級地
	100分の５

	
	準特地公署
	100分の４

	異動等の日から起算して４年に達した後から５年に達するまでの間
	100分の４

	異動等の日から起算して５年に達した後
	100分の２


　　　なお、地方公務員の育児休業等に関する法律第10条第１項の規定により育児短時間勤務をしている職員の準特地手当の月額は、その者の受ける月額に、勤務時間条例第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で除した額とする。

　（注）　異動等の日が次のいずれかに該当する職員の場合、「異動等の日に受けていた給料、教職調整額及び扶養手当の月額」とあるのは、それぞれ次の定める額とする。

　１　異動等の日が平成21年４月1日から同年11月30日までの間にある職員　異動等の日に係る給料、教職調整額及び扶養手当について平成21年12月１日適用の給与改定後の規定によるものとした場合の給料、教職調整額及び扶養手当の月額（平成22年1月１日から適用）

　２　異動等の日が平成23年４月1日から同年12月31日までの間にある職員　異動等の日に係る給料、教職調整額及び扶養手当について平成24年1月１日適用の給与改定後の規定によるものとした場合の給料、教職調整額及び扶養手当の月額（平成24年1月１日から適用）

第５　異動の届出及び支給の決定

　１　所属長は、準特地手当の支給適用職員の要件に該当することとなる職員又は第３の３（職員の勤務する公署の移転の場合に限る。）若しくは５に該当して支給を終了することとなる職員がある場合には、速やかに当該職員に関する「特地公署等異動届」（第１号様式）の提出を職員から求め、次に掲げる書類を添付（第３号の３に該当する場合を除く。）して速やかに職員課長に届け出るものとする。

　　（教育事務所にあっては、福島県教育庁教育事務所事務決裁規程（平成15年福島県教育委員会訓令第11号）第３条第９号の規定により、職員課長への届出を要しないこととなる。）

　　(1)　第１の１、２及び３又は第３の５に該当する職員

　　　　 移転後の住居の所在地が記載された職員の住民票抄本の写し

　　(2)　第１の４に該当する職員
　　　　 特地公署等異動届の写し

　２　職員課長及び教育事務所長は前項による届出があったときは、その届出に関する事実を確認のうえ準特地手当の支給又は非支給を決定し、その支給開始年月日又は支給終了年月日を決定後の特地公署等異動届の写しを送付することにより、所属長に通知するものとする。

第６　支給方法　
１　準特地手当は、当月分をその月の給与の支給定日に支給する。

２　その他準特地手当の支給方法については、特地勤務手当の支給方法に準ずるものとする。

　　　したがって、職員が次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、その期間中準特地手当は支給されないものとする。この場合において、休職の処分等のあった日（その日が月の初日であるときを除く。）又は復職等の日（その日が月の初日であるときを除く。）の属する月についての準特地手当は、給料の日割計算の例により支給するものとする。

　　(1)　休職（教育公務員特例第14条及び学校事務職員の同法同条準用休職並びに公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病による休職を除く。）にされた場合

　　(2)　停職にされた場合
　　(3)　専従休職の許可を受けた場合

　　(4)　育児休業をしている場合

　　(5)　大学院修学休業をしている場合
　　(6)　外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例第２条第１項又は公益的法人等への職員の派遣等に関する条例第２条第１項の規定により派遣された場合

　　(7)　職員の自己啓発等休業に関する条例第２条第１項の規定により自己啓発等休業の承認を受けた場合

　　(8)　職員の配偶者同行休業に関する条例第２条の規定により配偶者同行休業の承認を受けた場合

第７　その他

　１　へき地手当に準ずる手当（以下「準ずる手当」という。）を受けていた職員が準特地手当の支給適用職員となった場合の当該準ずる手当を受けていた期間は、準特地手当を受けていた期間とみなしてこの運用基準を適用するものとする。

　２　準特地手当を受けていた職員が異動により引き続き特地公署等（準ずる手当の支給の対象となる学校を含む。）に異動した場合、異動前の所属長は、特地公署等異動届の写し及び職員の住民票抄本の写しを異動後の所属長（学校長）へ送付するものとする。

（附則）
（略）
この基準は、平成26年7月4日から適用する。
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 　福島県教育委員会様
	勤務公署名
	
	勤務公署の級別等区分
冬期以外　 冬　期
□３級地　  □３級地
□２級地　  □２級地
□１級地　  □１級地
□準特地　 □準特地
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	氏名
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	 異動日における給料、教職調整額及び扶養手当の月額
   給料表　　　　 級　　号給　　　　　　  円　　教職調整額　　　　 　 円　　扶養手当 　  　   円
	

	
	前　住　所
	
	移転年月日
	

	
	新　住　所
	
	  年　 月　 日
	

	
	 所属コード
	職員番号
	 ※決定事項（電算入力事項）
	

	
	
	
	準ずる手当 CD
	特地公署等
異動年月日
	
	「自」年月日
	「至」年月日
	

	
	
	
	
	年
号
	年
	月
	日
	
	年
号
	年
	月
	日
	年
号
	年
	月
	日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 住居移転の有無

	□ 有    □ 無
	手当支給率
及び期間
	(※)
％
	自　  　  年　　　月　 　 日

至　    　年　　　月　  　日
	

	
	
	
	
	４
％
	自　  　  年　　　月　 　 日

至　    　年　　　月　  　日
	

	
	 住居移転年月日
	・　 ・
	
	
	
	

	
	
	
	
	２
％
	自　  　  年　　　月　 　 日

至　    　年　　　月　  　日
	

	
	  記入上の注意
　　１　「勤務公署の級別等区分」欄には、特地公署等の級別等区分に

ついてレ印を付すこと。
２　「左の級別等区分」欄には、前任の勤務公署が特地公署等又は

へき地等学校に該当する場合のみ級別等区分を記入すること。
	

	
	
	※　６～３級地 　→　 ６％
２・１級地 　→　 ５％

	
	
	


　※「給与マスター基本（修正）通知書４－３」により電算入力すること。（　　　年　　月例月入力）
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